
一般会計補正予算（第3号）　　［令和２年６月２６日議案可決］

　予算総額

　歳出の内容

境　港　市　　　令 和 ２ 年 度 ６ 月 補 正 予 算  （追 加 提 案 分）

会　計　区　分　等 補　正　額

一般会計補正予算（第４号） １０億７，３７３万６千円

Ａ 補正前の予算額 ２１５億４，２９４万５千円

Ｂ 補正額 １０億７，３７３万６千円

Ｃ 補正後の予算額（Ａ＋Ｂ） ２２６億１，６６８万１千円

（単位：千円）

財    源    内    訳

国 県 市 債 その他 一般財源

2 1 14 特別定額給付金（追加分）給付事業 23,570 23,570 0

3 2 1 新型コロナウイルス感染症拡大防止事業（児童クラブ） 3,500 3,500 0

3 2 1 新型コロナウイルス感染症拡大防止事業（児童福祉施設等） 23,447 8,447 15,000 0

3 2 4 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業 49,793 49,793 0

4 1 2 新型コロナウイルス感染症対策事業 3,829 3,829 0

7 1 2 企業自立支援事業 745,714 745,714 0

7 1 2 新型コロナウイルス感染症対策資金利子補助金 7,681 3,841 3,840 0

7 1 2 新型コロナウイルス緊急対策家賃等補助事業 51,000 51,000 0

10 2 1 小学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業 108,177 93,738 14,439

10 3 1 中学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業 57,025 57,025 0

1,073,736 291,243 22,340 0 745,714 14,439

繰越金

○ 繰越明許費 （単位：千円）

款 項 目 事　　業　　名

2 1 14 特別定額給付金（追加分）給付事業

計

金　　額 繰越理由

2,005 年度内に完了することが困難なため。

款 項 目 事    業    名 補正額

中小企業者等
貸付金元金収入
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◎一般会計補正（第４号）

[単位：千円]

【新規】 特別定額給付金（追加分）給付事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

2.1.14 補正額 23,570 23,570

金額 ■説明 臨時交付金

○国の特別定額給付金の対象とならなかった令和2年4月28日以降に出生した

　同学年となる子どもを対象に、１人あたり10万円を本市独自の特別定額

　給付金として、給付する。

◇制度概要

　①対象者　　令和2年4月28日から令和3年4月1日までに出生し、

　　 出生届提出時に、本市に住民登録した子ども

　②給付額　　対象の子ども1人につき10万円を保護者に給付

◇手続き

・4月28日～7月上旬までに出生届を提出済みの場合

　　1）7月上旬に、保護者宛てに案内文書・申請書等を郵送

　　2）申請書類の返送（提出）後、随時給付

・7月上旬以降に出生届の提出がある場合

　　1）窓口での手続きで来庁されたときに申請を案内

　　2）申請書類の提出後、随時給付

◇補正内容

金　額

12

58

23,570

※給付対象者の根拠

　235人（過去5年間の平均出生数の11か月分226人＋α）

【財源内訳】

　　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

◇繰越明許費を設定

負担金補助
及び交付金

23,500 給付対象者235人×100千円

計

項　目 内　　　容

需用費 申請用紙・チラシ用紙代、返信用封筒など

役務費 郵送料、振込手数料

18
負担金補助
及び交付金

23,500

節別内訳

10 需用費 12

11 役務費 58

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

子育て支援課
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【新規】 新型コロナウイルス感染症拡大防止事業（児童クラブ）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.1 補正額 3,500 3,500

金額 ■説明

○国の第2次補正予算に計上された「新型コロナウイルス感染症緊急包括

　支援交付金」（県の間接補助）を活用し、児童クラブの感染拡大防止対策

　を、より一層図るために必要となる衛生用品などの購入経費等を補正する。

◇補正内容

金　額

3,500

【財源内訳】

　　県費 10/10（新型コロナウイルス感染症拡大防止事業補助金）

　　　補助基準額：1クラブあたり500千円

　　　　@500千円×7クラブ（夕日ヶ丘含む）＝3,500千円

計

備品購入費 1,200

感染拡大防止のために、児童クラブ内の

密集を回避するために購入する書籍等

　@200千円×6クラブ（夕日ヶ丘除く）

負担金補助
及び交付金

500 補助金（夕日ヶ丘学童クラブ）

18
負担金補助
及び交付金

500
項　目 内　　容

需用費 1,800

感染拡大防止のために、利用者が直接的に

使用する衛生用品等

　@300千円×6クラブ（夕日ヶ丘除く）

10 需用費 1,800

17 備品購入費 1,200

担当課 費　目 項目 事業費

教育総務課

節別内訳

事業名
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【新規】 新型コロナウイルス感染症拡大防止事業（児童福祉施設等）

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.1 補正額 23,447 8,447 15,000

金額 ■説明

○国の補正予算を活用し、児童福祉施設等において、感染症に対する強い

　体制を整え、感染症対策を徹底しながら、事業を継続的に実施できるよう

　必要な経費を補正する。

◇事業内訳

①新型コロナウイルス感染拡大防止を図る事業：7,000千円

　対象： 延長保育、一時預かり、病児・病後児保育を行う私立保育園等

（対象１事業あたり500千円）

　※公立保育園は対象外

【財源内訳】　国費10/10（子ども・子育て支援交付金）

②「新型コロナウイルス感染症緊急包括交付金」（県の間接補助）を活用し、

　新型コロナウイルス感染防止対策を行った上での継続的なサービス提供が

　可能となるように支援を行う事業：15,000千円

　対象： 通常保育を行う公立保育園

通常保育、延長保育、一時預かり、病児・病後児保育を行う私立

保育園等

地域子育て支援センター、ファミリーサポートセンター

（対象１事業あたり500千円）

【財源内訳】　県費10/10（新型コロナウイルス感染症拡大防止事業補助金）

①及び②の内訳

① ② 計

@500×2 1,000

@500×1 500

通常保育 @500×3 1,500

3,000 3,000

通常保育 @500×10 5,000

延長保育 @500×10 @500×10 10,000

一時預かり @500×3 @500×3 3,000

@500×1 @500×1 1,000

7,000 12,000 19,000

7,000 15,000 22,000

③令和元年度補正での新型コロナウイルス感染防止のための緊急対策事業の

　積み増し分

　・保育園等13園分の感染症拡大防止のための衛生用品等の購入経費

　・事業費：1,447千円（補助上限額6,500千円－R1予算額5,053千円）

【財源内訳】　国費10/10（保育対策支援事業費補助金）

◇補正内容

金　額

96

23,447

負担金補助
及び交付金

19,000 私立園への補助金

計

項　目 内　　　容

需用費 4,351
衛生用品等（公立保育園、地域子育て支援センター、
ファミリーサポートセンター、令和元年度積み増し分）

使用料及び賃借料 会場借上料（公立園の生活発表会会場使用料）

負担金補助
及び交付金

私立保育園

病児・病後児保育施設

私立等　計

合　　計

項　目 区　　分

需用費
・

使用料及び賃借料

地域子育て支援センター

ファミリーサポートセンター

公立保育園

公立等　計

18
負担金補助
及び交付金

19,000

子育て支援課

節別内訳

10 需用費 4,351

13
使用料及び
賃借料

96

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
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【新規】 ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

3.2.4 補正額 49,793 49,793

金額 ■説明

○新型コロナウイルス感染症対策に係る国の第2次補正予算に伴い、低所得の

　ひとり親世帯に対して特別給付金を給付する。

◇対象者
　① 児童扶養手当の受給世帯
　② 公的年金等(遺族年金等)を受給しているため児童扶養手当の支給を
　　受けていないひとり親世帯
　③ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けて1年間の収入が児童扶養手当
　　の水準まで下がる見込みのひとり親世帯（家計急変世帯）
　④ ①と②に該当し、コロナの影響で収入が大きく減少した世帯

◇金額

　・1世帯につき5万円

　・第2子以降1人につき3万円

　・④に該当する場合、1世帯につき5万円

◇手続き、スケジュール

　①　…申請不要、8月末までに支給

　②③…申請必要、できるだけ速やかに支給

　④　…申請必要、9月以降に支給

◇補正内容

金　額

2,345

1,400

398

4,143

給付金

49,793

【財源内訳】

　　国費 10/10（母子家庭等対策総合支援事業費補助金）

合　計

扶助費 45,650

①　320世帯：20,860千円

②　 50世帯： 3,370千円

③　 50世帯： 2,920千円

④　370世帯：18,500千円

需用費 封筒・チラシの印刷、事務用品等

役務費 案内等郵送料、給付金振込手数料

事務費　計

19 扶助費 45,650

項　目 内　　　容

人件費 会計年度任用職員2人分報酬等、職員の時間外手当

10 需用費 1,400

11 役務費 398

4 共済費 152

8 旅費 18

1 報酬 971

3 職員手当等 1,204

担当課 費　目 項目 事業費

子育て支援課

節別内訳

事業名
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【新規】 新型コロナウイルス感染症対策事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

4.1.2 補正額 3,829 3,829 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、庁舎や公共施設、各イベント

　などで今後必要となるアルコール消毒液を購入する。

◇手指消毒の考え方
　①石けんと流水による手洗い
　②手洗いが困難な場合、アルコールによる消毒

◇補正内容

項　目 金　額

　※水木しげる記念館・さかいポートサウナ等施設用、各イベント用、

　　庁舎等事務所用

【財源内訳】

　　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

需用費 3,829
アルコール消毒液：24,860円×154缶

　（1缶：18リットル入り）

健康推進課

節別内訳

10 需用費 3,829

内　　容

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
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企業自立支援事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

7.1.2 補正額 745,714 745,714 0

金額 ■説明 元金

○新型コロナウイルス感染症の経済対策として、県と協調して実施する融資

　制度（地域経済変動対策資金）を用いて、市内の中小企業に融資した金融

　機関に対して、融資原資の一部を預託する。

　4月に補正予算を計上したが、予想を上回る融資実行となったため、不足が

　見込まれる貸付金（預託金）を補正する。

◇地域経済変動対策資金

　①融資対象者

　・最近3か月間の売上高又は販売数量等（以下「売上高等」という。）が

　　前年同期の売上高等に比べ5％以上減少している者 など

　②資金使途：運転資金、設備資金又は借換資金

　③融資限度額：2億8千万円

　④融資期間：10年以内（据置5年以内含む）

　⑤融資利率：当初5年間は年0.7％、6年目以降は年1.43％（変動利率）

　　※「売上高15％以上減少の企業」「売上高5％以上減少の個人事業主」は

　　　当初5年間は無利子（県と市で利子補給）

　⑥保証料：無料（県負担）

◇融資見込 （単位：千円）

件数

217件

◇預託額

予算額

新型コロナウイルス感染症対策資金利子補助金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

7.1.2 補正額 7,681 3,841 3,840 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルス感染症の影響により、売上高が減少した市内中小企業等

　に対して、県と協調して利子補助金を実施する。（債務負担行為設定済）

　5月に補正予算を計上したが、予想を上回る融資実行となったため、不足が

　見込まれる利子補助金を補正する。

◇利子補助金

予算額

【財源内訳】

　・県費　1/2

　・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　1/2

差額（今回補正額）

11,570 19,251 7,681

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

7,681

5月補正 年間必要見込額

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

水産商工課

4月補正 年間必要見込額 差額（今回補正額）

690,233 1,435,947 745,714

協調割合 預託額
金　額

6,141,926 1/3.8～1/4.4 1,435,947

水産商工課

節別内訳

20 貸付金 745,714

融資見込

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
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【新規】 新型コロナウイルス緊急対策家賃等補助事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

7.1.2 補正額 51,000 51,000 0

金額 ■説明 臨時交付金

○新型コロナウイルスの影響で売上が減少している市内の中小企業者等への

　負担を軽減するため、国が実施する家賃支援給付金に、本市独自の施策と

　して、上乗せ助成を実施する。

◇制度概要

　①補助対象者

　　国の家賃支援給付金の支給決定を受けた者

　②対象：建物・敷地（土地）の賃料の6か月分　※国の対象と同じ

　③補助割合：国の補助対象経費の1/3

◇国の家賃支援給付金（案）の概要

　①対象者：5月～12月の売上が前年に比べ5割以上減ったか、3か月平均で

　　3割以上減った事業者

　②対象：建物・敷地（土地）の賃料の6か月分

　③補助割合：2/3

　④補助上限：中小・小規模事業者 50万円/月、個人事業者 25万円/月

　　※月額家賃が補助上限額を超過する場合、特例で超過額の1/3を補助する。

　　（補助上限：中小・小規模事業者100万円/月、個人事業者50万円/月）

◇補正内容

金　額

※ 家賃単価は、市内の家賃相場が概ね10万円～20万円の

範囲内であると想定し、予算積算時は15万円で見込む。

【財源内訳】

　　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

内　　容

負担金補助
及び交付金

51,000 　家賃15万円/月×1/3×6か月×170事業者

水産商工課

節別内訳

18
負担金補助
及び交付金

51,000

項　目

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
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【新規】 小学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.2.1 補正額 108,177 93,738 14,439

金額 ■説明 臨時交付金（一部）

（次の事業に合わせて記載）

【新規】 中学校ＧＩＧＡスクール環境整備事業

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国 県 市債 その他 一般財源

10.3.1 補正額 57,025 57,025 0

金額 ■説明 臨時交付金（一部）

○「ＧＩＧＡスクール構想」において、令和5年度までに「一人一台端末」を

　整備する予定になっていたが、このたび、国の補正予算により、端末整備を

　前倒しすることとなった。そのため、一人一台端末の早期実現に向け、

　全児童生徒用及び指導者用の端末（タブレット）を整備する。

　また、令和元年度繰越事業で整備予定だった特別教室等の無線アクセス

　ポイントが、国庫補助金の減額に伴い、執行が困難となったため、今回

　あらためて補正する。

◇補正内容

項　目 区　分 金　額

16,701

148,501

165,202

【財源内訳】

　・国費　定額（公立学校情報機器整備費補助金）※端末

　　　補助基準額：1台あたり上限45,000円×児童生徒数の2/3

　・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

区　分 計

◇参考（端末整備）

・令和2年3月までの想定

　　令和2年度　…　小学校5・6年生、中学校1年生

　　令和3年度　…　中学校2・3年生

　　令和4年度　…　小学校3・4年生

　　令和5年度　…　小学校1・2年生

　　↓

・令和2年度に小中学校すべて整備

93,738
（@45,000円×1,103台）

中学校
24,840

32,185 57,025
（@45,000円×552台）

情報機器整備費補助金 臨時交付金

国　費

小学校
49,635

44,103

端末（ソフト・設定費を含む）

　54,000円×1.1×833台

備品購入費　計

合　計

委託料　計

備　品
購入費

小学校 99,020

端末（ソフト・設定費を含む）

　54,000円×1.1×1,667台

 (単価：端末45,000円＋ソフト5,000円＋設定4,000円)

中学校 49,481

内　　　容

委託料

小学校 9,157
無線アクセスポイント設置業務

　特別教室 43か所、職員室 6か所

中学校 7,544
無線アクセスポイント設置業務

　特別教室 35か所、職員室 3か所

節別内訳

12 委託料 7,544

17 備品購入費 49,481

事業名

担当課 費　目 項目 事業費

教育総務課

教育総務課

節別内訳

12 委託料 9,157

17 備品購入費 99,020

事業名

担当課 費　目 項目 事業費
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